
     

 

要旨」

認定の適用年齢は要支援１の場合で

考えられ、要支援２と介護度１の場合には、

とが予測できた。また介護度認定時のより高い群での介護度の改善率は高くなる傾向にあ

ることから、ロコモ予防は介護度のより高い群の改善率に寄与すると判断された。
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国ストップ・ザ・ロコモ協議会は、運動器の障害により生じるロコモティブシンドローム

（以下「ロコモ」という）に関する認知度向上や移動能力の維持、転倒骨折予防、結果と

しての健康寿命の延伸を目的として活動を行っている。今回、少数例ではあるが、運動器

疾患に対する運動器の機能向上

護認定の適用年齢をどの程度引き上げることができるのか等について考察を加えて検討し

たので報告する。
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方法 

座り訓練、タオルギャザー、等対象者の状態に合わせたオーダーメードのロコモーション
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